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東三河広域連合の活用

平成２６年７月１２日

行財政改革プラン公開プレゼンテーション

豊橋市企画部政策企画課

東三河発展の経緯
年 社会基盤整備

昭和２４年 豊川農業水利事業

昭和２６年 天竜東三河特定地域の指定

昭和３１年 佐久間ダム完成（電源開発）

昭和３３年 宇連ダム完成
佐久間導水路、大入頭首工、振草頭首工
（上水道・工業用水を含む総合用水事業化）

昭和３９年 東三河工業整備特定地域の指定
三河港の重要港湾指定
農業構造改善事業

昭和４３年 豊川用水全面通水

昭和４８年 明海産業基地
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東三河の規模

項 目 規 模 補 足

人口（H22） ７６５，６８７人 政令指定市なみ

就業者数（H22） ３９６，０２６人 ３次20.8万 ２次13.5万

農業産出額（H18） １，５６８億円 兵庫県21位 /1,462

工業出荷額（H23） ３兆７，３１０億円 名古屋市9位/34,161

地域内ＧＤＰ（H23） ２兆７，４８９億円 徳島県44位/26,540

自動車輸入（H24） １４万台,３千億円 日本第１位

生活圏・経済圏

常住人口（夜間） 昼間人口 昼夜間人口比率

７６５，６８７ ７４５，６７２ ９７．４％

相手方地域 流出人口 流入人口

岡崎・幸田・西尾 １３，０４０ ８，２６６

浜松・湖西 １０，４１３ ６，２９５

名古屋 １０，３５９ ２，３６４

地域内純生産 市町村民所得 生産／所得の率

１９，２１８億円 ２１，７６０億円 ８８．３％

豊橋市１５．９％ 豊川市２２．８％ 蒲郡市３３．７％ 田原市▲１１．１％
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東三河の将来人口

市町村 平成２７年 平成３７年 平成４７年

豊橋市 ３７６，７１６ ３６７，１９９ ↓３４９，０２０

豊川市 １８０，７４１ １７４，６１５ １６４，５８６

蒲郡市 ８０，９２８ ７６，２６７ ７０，２１２

新城市 ４７，４４３ ４２，４１６ ３７，１４２

田原市 ６２，２００ ５８，１１０ ５３，５４９

設楽町 ５，１８５ ４，１０４ ３，２３５

東栄町 ３，３０９ ２，５３１ １，９１９

豊根村 １，２０７ ９５３ ７７１

東三河 ７５７，７２９ ７２６，１９５ ↓６８０，４３４

東三河の後期高齢者（75以上）人口
市町村 平成２７年 平成３７年 平成４７年

豊橋市 ４１，２９７ ５８，６３１ ↑ ６１，７７２

豊川市 ２０，４３７ ２９，２６７ ２９，７２１

蒲郡市 １１，１２４ １４，１２９ １３，４４６

新城市 ８，０７３ ９，４５１ ９，７７３

田原市 ７，９８９ ９，７６５ ↑ １０，７３４

設楽町 １，５２０ ↓ １，３６０ １，２３１

東栄町 １，１１５ ↓ ９７８ ８３５

豊根村 ３９２ ↓ ３３６ ３１７

東三河 ９１，９４７ １２３，９１７ ↑１２７，８２９
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東三河の将来を見通して

■課題認識

・住民サービスを将来にわたり確保することの難しさ

・地域の力をこれまで以上に高めていくことの必要性

■共通理解

・東三河の広域連携体制のさらなる強化

・地域づくりを主体的に進められる組織

■基本合意

・８市町村を構成団体とする東三河広域連合の設置

広域連合制度（市町村）

■基本的事項

・特別地方公共団体（連合長、執行機関、議会）

・広域連合規約（各市町村議会での議決が必要）

・県（国）による設置許可

■制度の特長

・広域計画を策定（市町村との役割分担、総合推進）

・県（国）から権限移譲を受けられる

・住民は直接請求権を持つ
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東三河広域連合（仮称）の目指すところ

■他に例を見ない総合的な広域連合として、全国に
向けて情報発信すること（トップランナー）

■東三河の発展を支える「地域力」の向上に向けて、
さらに一致団結して取り組むこと（スクラム）

■実現可能な取り組みから始め、将来に向け事務の
拡充や新分野開拓に努める（成長する広域連合）

東三河広域連合の活用は、設立後に、幅広い観点から
検討していくことになる

東三河広域連合（仮称）で取り組む事務事業

■共同処理事務（設立当初から実施）

・効率的な行政運営と、住民サービスの維持拡大

（介護保険、滞納整理、消費生活相談など）

■新たな広域連携事業（設立当初から内容を検討）

・８市町村が一体となった新たな広域行政の展開

（広域観光、広域産業、環境・エネルギーなど）

■権限移譲事務（設立後に検討）

・地方分権改革に対応した執行体制の整備

（保健所、児童相談所など）
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まずは、共同処理事務からスタート

事務事業 期待される効果 開始

介護保険事業
保険者を統合し保険基盤を強化するこ
とで、介護サービス水準を維持していく

３０年度

滞納整理事務
専門性と必要な権限を備えた体制を整
えることで、税収の更なる確保を図る

２８年度

社会福祉法人
の認可等

指導監査等専門性の高い体制を整え
ることで、法人の健全経営を確保する

２７年度

障害支援区分
認定審査

審査会を一括して行うことで、処理期間
を短縮しサービスの早期利用を図る

２７年度

消費生活相談
多重債務など専門性の高い体制を整
えることで、消費の安全性を確保する

２７年度

航空写真撮影
航空写真を一度に撮影することで、効
率的な調達とさらなる利用拡大を図る

２８年度

共同処理事務の経費負担（案）

事務事業 市町村の負担割合 豊橋市の割合

介護保険事業 高齢者人口割 ４５．３％

滞納整理事務 人口割 ４９．２％

社会福祉法人の認可等 社会福祉法人数割 ５１．６％

障害支援区分認定審査 認定審査件数割 ４９．８％

消費生活相談 人口割 ４９．２％

航空写真撮影 基準面積割 １８．１％
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広域連合での共同処理による
経費の増減見込み（１０年の試算）

事務事業 東三河の増減 豊橋市の増減

介護保険事業 －３，２７７百万円 －１，２６２百万円

滞納整理事務 －２７７百万円 ６１百万円

社会福祉法人の認可等 －３１百万円 ４百万円

障害支援区分認定審査 －２４百万円 １３百万円

消費生活相談 －２２２百万円 －６７百万円

航空写真撮影 －１７２百万円 －２２百万円

合 計 －４，００３百万円 －１，２７４百万円

多くの皆様にご理解いただくために

■広域連合シンポジウム～広域連合の設立に向けて～

・７月２８日（月） 午後１時～豊橋市公会堂

・基調講演 片山善博教授

・パネルディスカッション 学識者、経済人、ＮＰＯ

■東三河広域連合（仮称）に関する住民説明会

・豊橋市 ７月２９日～８月８日 地区市民館（８回）

・他７市町村も、７月～各地区で開催

■広報とよはし、ホームページ、その他（出前講座等）
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東三河広域連合（仮称）設立に向けて

■平成２６年度のスケジュール（想定）

７月～ 連合規約の協議 住民への周知

１２月 各市町村議会での議決（連合規約）

～３月 県の設置許可・発足準備

（平成２７年度 事業開始）

東三河はひとつ

東三河広域連合（仮称）設立に向けた合意書

（中略）

私たち東三河８市町村は、「東三河はひとつ」を
合言葉に地域の力を結集し、新たな魅力と活力の創
造に努め、誰もが真の豊かさを実感できる地域の実
現を目指して、特別地方公共団体である「東三河広
域連合（仮称）」の設立に合意します。

平成２６年４月２３日

（以下、８市町村長名）
於：東三河広域協議会第２３回総会


